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●図表１ 虫歯を持つ者の年次推移

1

●図表２ ４㎜以上の歯周ポケットを持つ者
の年次推移

業界の概要

平成２８年に厚労省が実施した歯科疾患実態

調査によると，１５歳以下の若年層の虫歯が減

少し，６５歳以上の高齢者の虫歯が増加してい

る。また，すべての年齢層で歯周ポケットが

増加し，歯周病の増加が窺える。

短期間で症状が現れる急性疾患の虫歯が減

少し，長期間経過しないと症状が現れない慢

性疾患の歯周病が増加する現象は，疾病構造

の変化と呼ばれており，歯科だけでなく医療

全体にいえる傾向である。

この疾病構造の変化は医療業界全体に大き

な変化をもたらしている。

疾病構造の変化とは何か

疾病構造の変化は，平均寿命が延びたこと

により，それまでは注目されなかった疾患が

表面化したことによる。歯周病は発病してか

ら１０年後あるいは２０年後になってから急激に

症状が現れる。このため，３０代あるいは４０代

で発病した場合，５０代かそれ以上にならない

と目立った症状が現れず，病気であると認識

されない。平均寿命が５０歳前後の時代には歯

周病は加齢変化であるとみなされていた。

また多くの場合，歯周病の症状が現れる前

に虫歯によって抜歯されてしまうため，歯周

病は表面には現れなかった。しかし，平均寿

命の延長と虫歯の治療技術の進歩により虫歯

が減少してくると，歯周病が認識されるよう

になってきた。

中小企業診断士・歯科医師

青木 仁志

利益計画

歯科医院のモデル利益計画
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●図表３ 歯科医院数の年次推移
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虫歯は細胞を含まない歯の疾患である。そ

のため治療方法は患部を削り取り，人工物で

補うという方法が中心となる。これに対して

歯周病は，歯の周囲の歯肉と骨の細胞の疾患

である。そのため治療方法は，歯の周囲の細

胞を活性化させ，細胞に歯周病を治癒させる

という方法をとる。つまり虫歯は歯科医師が

治療するが，歯周病は細胞が治療するため，

治療の方法が全く異なる。このため歯周病の

治療には，従来の治療とは全く異なるアプロ

ーチが要求されることになる。

社会の変化

疾病構造の変化の他に，社会にもいろいろ

な変化が生じている。

社会の変化の１つ目は厚労省の方針の転換

である。疾病構造の変化により治療方法が変

化したため，厚労省は医療施策の重点を治療

から予防へと転換した。これにより歯科医師

は，ただ単に治療するだけでなく，治療して

健康になった状態を維持することが求められ

るようになった。

社会の変化の２つ目は，歯科医師の増加に

よる，競争の激化である。旧厚生省は，医療

提供体制の充実のために，医師及び歯科医師

の養成に力を入れてきた。この結果歯科医師

は過剰になっている。厚労省の統計では，平

成２９年９月の歯科医院数は６８，９３２軒であっ

た。一方コンビニエンスストアの数は日本フ

ランチャイズ協会の調査によると平成２９年６

月時点で５４，６８２軒であるから，歯科医院の

数はコンビニの１．２６倍もあり，正にコンビ

ニより多い状況になっている。

治療内容の変化

歯科医学の進歩により，治療内容にも大き

な変化が生じている。最も大きな変化は口の

中全体を治療するための治療計画の重視であ

る。治療計画という概念は古くからあったが，

大学の研究室等で行われるだけで，一般の開

業医は治療計画を重視していなかった。

しかし，治療の結果としての健康な口腔を

維持することが求められるようになると，計

画的な治療が要求されるようになった。この

ことから治療の方法自体も変化した。

さらに，厚労省が方針を治療から予防へと

転換したことにより，実際に効果のある予防

の手法が要求されるようになりつつある。

モデル企業の概要

A歯科医院の概要

業 種：歯科医業

創 業：１９４０年（昭和１５年）歯科医院

開設

経営者：３４歳（３代目）

売上高：３０百万円で減少中

従業員：歯科衛生士１名，歯科助手１名，

および妻。

A歯科医院は，首都圏近郊の P市に立地

する歯科医院である。現院長の祖父が１９４０

年（昭和１５年）に歯科医院を開業し，現院長
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●図表４ 保険外診療の１歯科医院あたりの
平均売上高
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で３代目である。現院長は父親（前院長）が

肝臓を患って倒れたため，４年前に勤務して

いた歯科医院を退職して A歯科医院に入社

した。その後，父親の病状は回復したが，高

齢でありかつてのようなハードな仕事は難し

いため，現在はなじみの患者を１日に数人診

る程度である。

同院の売上は，バブルの頃は７０百万円を超

えたこともあったが，バブル崩壊とともに保

険外治療を中心に急速に落ち込んでしまった。

ここ数年は４０百万円を少し超える程度で推移

していた。そのうち父親の売上が５百万円程

度あるため，現院長の売上は３５百万円程度で

あった。

ところが昨年，最寄り駅の近くに新たに

Q歯科医院が開業した。この影響は大きく，

昨年の売上高はいっきに３０百万円にまで落ち

込んでしまった。今後，父親が引退して，現

院長の売上だけになると，更に落ち込むこと

が予想される。

Q歯科医院は，歯科用の CTやマイクロ

スコープ，レーザーなどの最新設備を導入し，

インプラントやセラミックの白い歯を積極的

に施術することで患者を集めているようであ

る。そこで，現院長も CTを導入して治療

のレベルを向上させることで集患をしようと

考えている。

利益計画の問題点

外部環境分析（マクロ環境）

A歯科医院を取り巻くマクロ的な外部環境

の変化を，PEST分析で把握した。

政治的環境（P）：前述したように厚労省

は，従来の治療から予防重視へと方針を転換

した。

歯科の分野では，�歯科衛生士による衛生

指導を評価した。�歯科医院が治療した歯を
２年間保障するという制度を導入した。この

ことによって，実際に有効な予防のためのノ

ウハウが重要となってきた。

また，セラミックなどの新素材や，CT，

マイクロスコープといった新しい設備を使っ

た高品質な治療を健康保険に導入した。その

ため，これらを使いこなすノウハウ獲得が重

要になってきている。

経済的環境（E）：バブル崩壊後の景気の

落ち込みからようやく回復し始めてはいるが，

消費者は命にかかわらない歯科治療には余り

費用をかけようとしなくなってきている。歯

科医師会の調査によると，セラミックなどの

保険外診療の１歯科医院あたりの平均売上高

は，平成４年に約１４百万円あったものが２４年

には７百万円にまで減少している。

また，虫歯の減少と歯科医院数の増加によ

り，歯科医院１軒当たりの売上高も減少傾向

にある。歯科医院の売上増加には，セラミッ

クなどの高付加価値の医療サービスが重要で

あるため，歯科医師にも高付加価値サービス

を販売するための営業力が求められるように

なってきている。

社会的環境（S）：８０歳になったときに２０

本以上の歯が残っているようにしよう，とい
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●図表５ 東京都内の歯科医院１軒あたり
の，１年間の歯科検診数

歯科健診数 ２１年 ２８年

０人 ３１．１％ ３２．９％

１～５人／年 ２５．４％ １５．４％

６～１０人／年 １３．１％ １１．５％

１１人／年以上 ３０．４％ ４０．２％

（出典：歯科医師会調査）

●図表６ 東京都内の歯科医院１軒あたり
の１年間の訪問診療患者数

訪問診療患者数 ２１年 ２８年

０人 ３３．１％ ３６．５％

１～１０人／年 ５７．１％ ５１．１％

１１人／年以上 ９．８％ １２．４％

（出典：歯科医師会調査）

2

う８０２０（はちまるにいまる）運動が国民に

認知されるようになってきた。これに伴い，

予防歯科健診を受診する人の数が少しずつ増

加し始めている。しかしながら歯科医師会の

調査では，東京都内の歯科医院１軒あたりの，

１年間の歯科健診受診者数は，平成２１年には

１０人以下の歯科医院が５５．９％，１１人以上の

歯科医院が４４．１％であったものが，平成２８

年には１０人以下の歯科医院が４０．１％，１１人

以上の歯科医院が５９．９％へと微増している

程度である。また，歯科健診が１年間で一人

もいなかった歯科医院は，平成２１年には

３１．１％，２８年には３２．９％とほとんど変化が

ないことから，予防歯科健診は一部の歯科医

院によってのみ行なわれていることが推測で

きる。

ちなみに，筆者は中小企業診断士であると

同時に歯科医師でもあるが，筆者の歯科医院

では歯科健診の人数は毎日数人，１週間で３０

人以上いる。筆者の周辺の歯科医院では，同

程度の歯科健診を行なっている歯科医院があ

る一方，歯科健診をほとんど行なっていない

歯科医院もある。これらのことから，歯科健

診に関しては１日で５人以上，年間のべ３００

人以上の健診を行なっている歯科医院と，１

年間でも１０人程度以下しか行なわない歯科医

院の両極端に別れていることが窺える。

また，高齢者人口の増加により，訪問診療

も増加傾向にある。

歯科医師会の調査によると，歯科医院１軒

あたりの１年間の訪問診療患者数が１１人以上

の歯科医院は，平成２１年に９．８％であったも

のが平成２８年には１２．４％へと増加している。

訪問歯科診療が１年間で１例もなかった歯科

医院が２１年で３３．１％，２８年で３６．５％となっ

ていることから，これもやはり一部の歯科医

院に集中していると推測される。

技術的環境（T）：従来は歯のかぶせ物は，

金属を鋳造して作るか，またはセラミック泥

を手作業で盛り上げて焼結して作るかであっ

たが，最近になってセラミック・ブロックか

らコンピュータ制御で削り出して製作する方

法が実用化された。このための設備の歯科医

院への普及率は，東京都で平成２５年の４．０％

から２８年には１３．３％増加している。

また，全身のエックス線断層撮影を行なう

CTは，１台の価格が１億円程度である。し

かし，撮影部位を顎とその周辺に限定するこ

とで価格を下げた歯科用の CTが，１台１

千万円前後の価格で販売されるようになった。

この結果，東京都の歯科医院での歯科用 CT

の普及率は平成２５年には７．９％であったもの

が，平成２９年には１７．３％に急増している。

外部環境分析（ミクロ環境）

A歯科医院が立地する首都圏近郊の P市

は，首都圏のベッドタウンであり，近年人口

が減少しつつある地域である。しかし人口の

年齢別構成を見ると，若年人口が減少してい

るが，高齢者の人口はあまり減少していない。
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このことから高齢者の歯科治療の需要が増加

していると言える。

しかし，高齢者は往々にして高血圧や糖尿

病などの疾患（基礎疾患と呼ばれる）を持っ

ているため，歯科以外の分野の知識と，基礎

疾患を持つ人の治療のための技術が要求され

る。ここで重要なのは，いかに高度な治療を

行うか，よりも治療を行わなければならない

ような状況をいかに回避するか，つまり，虫

歯の治療よりも予防が重要になる。

そこで予防のためのノウハウが要求される

ようになってきている。

近隣に新規開業した Q歯科医院は，予防

よりも CTやマイクロスコープを駆使した

高付加価値の治療に重点を置いているようで

ある。

内部環境分析

A歯科医院は，１９４０年の創業以来８０年近

く P市で歯科医業を営んでいる老舗である。

近隣の住民の知名度も高く信頼も厚い。実際，

前院長は売上を７０百万円まで上げたこともあ

り，近隣に Q歯科医院が開業しても，前院

長の分の売上は５百万円から減少していない。

前院長の現在の診療内容は，主として治療が

終わった患者の健診であるので，患者の高齢

化による自然減以外には減少しないと予想さ

れる。

ところで，医療では最新のものが最良であ

るとは限らない。鳴り物入りで発売された最

新の設備や薬剤などが，実際の臨床で多くの

患者に使われるようになると，研究段階では

発見できなかったさまざまな問題点があるこ

とがわかってきて，発売後数年で販売中止に

なることは珍しいことではない。前院長は歯

科大学卒業後４０年以上の臨床経験があり，そ

の間に発売されて数年で消えてゆく「最新医

療」を数多く見てきたことから，最新の医療

技術をすぐに取り入れることには慎重である。

CTやマイクロスコープ等に対しても懐疑的

な立場をとっている。

一方，現院長は，インプラントなどの新し

い治療方法をいろいろと習得しており，高い

レベルの治療を行う技術力がある。父親の信

用と現院長の技術力を活用することで競争力

を強化できる可能性がある。

SWOT分析

SWOT分析を行うために事業環境を表に

整理した。

� 脅威を避け機会を活用する

A歯科医院の現院長は，最新の知見に基づ

く高い技術を持っているが，父親の意向もあ

り，CTなどの最新の設備は保有していない。

これに対して Q歯科医院は，CTやマイ

クロスコープ，レーザーなどの最新設備を保

有し，これを売りにして集患を行っている。

ここで A歯科医院が同じ設備を導入しても，

競争に巻き込まれるだけであり，得策ではな

い。それよりは，現在注目されつつある予防

●図表７ SWOT分析

強み 弱み

近隣住民からの前院長への信頼
現院長の知識と技術

父親の体調不良
父親の最新医療への否定的な考え

機会 脅威

歯周病の増加
予防の重視
高齢者の増加

虫歯の減少
治療方法の変化
歯科医院の増加による競争
近隣へのQ歯科医院の新規開業
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歯科健診や，P市人口の高齢化により今後需

要が高まると予想される高齢者のための在宅

訪問診療が競争を避ける意味では望ましい状

況である。

� 機会を活用するためのノウハウ継承

Q歯科医院との競争を避けて予防健診や

在宅訪問診療を行うためには，従来の治療と

は異なるノウハウが必要になる。ところで，

父親が現在行っている診療の内容は，主に過

去に治療を終了した患者の定期健診である。

従って父親は定期健診を，歯科医院のビジネ

スの仕組みとして成立させるためのノウハウ

を持っており，このノウハウを使えば予防歯

科健診の仕組みを作ることができる。

� 予想される課題

A歯科医院は，今後は現院長が中心になっ

て経営してゆくので，父親が持つ定期健診の

ノウハウを現院長が引き継がなければならな

い。しかし，現院長も最新の医療技術を学ん

できているため，現院長から見て「古い技術」

のように見える父親から教わることには抵抗

がある。

一般的には，先代院長から子供への歯科医

院の承継の際に，親子間の治療方針に対する

考え方の相違が，しばしば親子げんかの末に

息子が外へ出て別の場所で開業する，という

事態を引き起こす原因になっていた。親子で

うまくノウハウを引き継ぐことが課題である。

問題点の改善策

学習と成長の視点

� 理念と経営戦略の明確化

歯科医院の院長が代替わりをした際にしば

しば生じる問題に，親子の治療方針に関して

の意見の相違による対立がある。前院長は古

くからの，長期的に予後が確定している安全

な治療方法を行おうとする。承継した若い現

院長は大学で習った新しい方法を積極的に取

り入れようとする。そこで対立が起きる。

A歯科医院はこれを回避するために，診療

所の経営理念を明確にし，どのような患者に

どのような医療を提供してゆくか，という経

営戦略を明確にする。この２つを親子で共有

化することにより，その戦略を実行して理念

を実現するという共通の目的を創り，協力体

制を強化し，衝突を避けることができるよう

にする。

業務プロセスの視点

予防歯科と高齢者歯科に重点を置くために，

それに必要な業務システムを構築する。具体

的には以下の３つを行う。

� 現在まだ虫歯や歯周病ではない人につい

て，現状のリスクを評価するための検査の

ノウハウ獲得とそのための機材の導入。具

体的には，虫歯菌が作る酸に対する歯の耐

酸性の検査，虫歯菌の酸を中和する唾液の

干渉能検査，唾液の性状（ねばねばなのか

さらさらなのか）の検査，分泌量の検査な

どである。

� 評価されたリスクに基づいて，将来の目

標を立て，そのためのメンテナンス計画を

作成するための知識の獲得と，それを実行

するシステムの構築

� 定期的な健診を行うために患者を呼ぶシ

ステム（リコールシステム）の構築。この

患者を呼ぶシステムが機能しないと予防健

診は実行できないので，これについては顧

客の視点（ニーズ喚起）を考慮して構築す

る。

顧客の視点

� 1 の社会的環境の項でみたように，歯

科健診を実際にシステムとして実行できてい
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る歯科医院は少数である。半数以上の歯科医

院は，システムとして予防歯科健診を行えて

いない。この原因を探るために，アンゾフの

成長ベクトルを考えてみる（図表８）。

アンゾフの成長ベクトルというのは，成長

の方向性を分析するフレームワークで，事業

体が成長する方向を，既存市場か新規市場か

および，既存サービスか新規サービスかの２

つの軸によるマトリックスを作り，２×２の

４つの象限から成長の方向性を考えるもので

ある。

表の４つの象限で，�既存サービスを既存
市場に現在よりもさらにたくさん売ろうとす

るものが市場浸透戦略。�既存サービスを新
市場に売ろうとするのが新市場開拓戦略。�
新サービスを既存市場に売ろうとするのが新

サービス開発戦略。�新サービスを新市場に
売ろうとするのが多角化戦略と呼ばれている。

この４つの戦略のうち�の新市場開拓戦略
は，関西を中心に店舗展開していたコンビニ

店が関東に進出するように，新市場を開拓す

るものである。P市の住民を中心に診療をし

ていた A歯科医院が R市や S市にも広告を

出したり場合によっては分院を出したりして

商圏を広げるのがこれに該当する。

また，�の新サービス開発戦略は，玄関マ
ットのレンタルをしていたダスキンが，ハウ

スクリーニングを始めたのがこれである。

歯科では，歯を抜いた部分に，従来は取り

外しの入れ歯か，抜いた部分の両隣の歯を削

ってかぶせるブリッジしか行わなかったのが，

インプラントという人工歯根を埋め込み，歯

を作る方法を導入する等がこれに該当する。

問題は市場浸透戦略とは何かである。多く

のコンサルタントや歯科医師は，市場浸透戦

略として，現在の患者により多くの治療や審

美的な治療や予防健診等を提供することであ

ると考えがちである。しかしこれは間違いで

ある。

「スーツを２着買うと２着目を半額にしま

す。」これによってスーツをよりたくさん売

るのが市場浸透戦略である。しかし「親知ら

ずを２本抜くと２本目は半額で抜きます。」

これはあり得ない。医療に関しては，既存市

●図表８ アンゾフの成長ベクトル

既存市場 新規市場

既存サービス
既存市場に既存サービスを投入する
� 市場浸透戦略

新規市場に既存サービスを投入する
� 新市場開拓戦略

新サービス
既存市場に新サービスを投入する
� 新サービス開発戦略

新規市場に新サービスを投入する
� 多角化戦略

●図表９ BSC

財務の視点 顧客の視点 業務プロセスの視点 学習と成長の視点

予防検診の売上増加 ターゲットの明確化 リスク評価の導入 経営理念の明確化

経営戦略の明確化人件費の減少 患者のニーズ喚起 リコールシステムの
構築

健診ノウハウの学習人員の配置
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�

場に既存サービスを売るというのがどういう

意味なのかを熟慮する必要がある。

歯科の既存市場は，虫歯で歯が痛かったり，

歯槽膿漏で歯がぐらぐらしてかめなかったり，

という困った問題を抱えている層である。こ

れに対して予防歯科健診を受診する層は，す

でに治療が終わっているか，そもそも虫歯も

歯周病もないか，いずれにしても困った問題

を抱えていない層である。つまり，市場が異

なり，ニーズも異なるのである。

さらに提供するサービスも治療ではなく，

口の中の現状がどうなっているか，および口

の中の健康状態を良好に保つには日ごろから

どのようなことに気を配ればよいか，等につ

いての情報提供である。つまり，提供するサ

ービスも従来の治療とは異なるのである。従

って，予防歯科健診を取り入れるというのは

多角化戦略に該当する。これを市場浸透戦略

であると誤認することが予防歯科健診に失敗

する原因である。

予防歯科健診を提供する層は，歯科治療を

行うべき問題を持っておらず，歯科医院へ通

院するニーズも持たない層である。従ってこ

の層に予防歯科健診を販売するためには，ま

ずニーズの喚起から始めなければならない。

幸いなことに前院長は，治療が終了した患

者の定期健診を行っており，このためのノウ

ハウを，ニーズ喚起も含めて保有している。

これを現院長に引き継ぐことで予防歯科健診

を事業として遂行できるようにする。

財務の視点

予防歯科健診は多角化戦略であり，これま

でとは異なるノウハウが必要になるが，財務

的に見た場合には低コストで行える収益性の

高い部門である。

まずターゲットは，減少しつつある虫歯の

ある層（競争が激化する層）ではなく，増加

しつつある虫歯のない層であるので，競争が

回避でき，患者数が増加する。また，実際に

健診を行うのは歯科衛生士であるので，歯科

医師は他の患者の治療を行って売り上げを増

加できる。

改善後の利益計画

父親から定期健診のコツを教わった現院長

は，とりあえず教わったことを忠実に実践し

てみることにした。その結果，定期健診を受

診数が激増した。これにより売り上げが伸び

ただけでなく，「治療が終わった後もよく面

倒を見てくれる」と近隣住民に評判になり，

保険外治療の売上も伸ばすことができた。

直前期 構成比 １年目 構成比 ２年目 構成比 ３年目 構成比

売上高（千円） ３０，１００ １００．０％ ３４，１００ １００．０％ ３９，５００ １００．０％ ４０，４３０ １００．０％

保険売上 ２６，１００ ８６．７％ ３０，０００ ８８．０％ ３５，０００ ８８．６％ ３５８００ ８８．５％

保険外 ４，０００ １３．３％ ４，１００ １２．０％ ４，５００ １１．４％ ４６３０ １１．５％

外注技工料 ２，４９８ ８．３％ ２，８３０ ８．３％ ３，２７９ ８．３％ ３，３５６ ８．３％

仕入金額 ２，３１８ ７．７％ ２，６２６ ７．７％ ３，２３９ ８．２％ ３，１１３ ７．７％

売上原価 ４，８１６ １６．０％ ５，４５６ １６．０％ ６，５１８ １６．５％ ６，４６９ １６．０％

売上総利益 ２５，２８４ ８４．０％ ２８，６４４ ８４．０％ ３２，９８３ ８３．５％ ３３，９６１ ８４．０％

経費 ２２，９８８ ７６．４％ ２２，８００ ６６．９％ ２４，７００ ６２．５％ ２４８００ ６１．３％

営業利益 ２，２９６ ７．６％ ５，８４４ １７．１％ ８，２８３ ２１．０％ ９，１６１ ２２．７％




